
新しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領 

 

 この要領は、熊本県林業従事者育成基金（以下「基金」という。）が「「熊本県豊かな森林

づくり人材育成事業」のうち「新しいくまもとの造林者確保支援事業」を実施するため、

必要な事項を定めるものとする。 

 

第１条 事業の目的 

 造林・保育作業従事者（以下「従事者」という。造林・保育作業とは、植栽、シカネット

設置、下刈り等。）の確保及び待遇改善を図り、造林・保育作業に必要な担い手を確保する

ことを目的とする。 

 

第２条 事業の内容及び助成要件等 

 １ 事業の内容 

   基金は、林業事業体が従事者を新たに雇用、又は従事者１人あたりの賃金を３％以

上増額し、当該従事者に係る法定外福利厚生の取組を行う場合に、法定外福利厚生の

実施に要した経費を予算の範囲内で助成するものとする。 

 ２ 事業実施主体 

   県内の法人格を有する林業事業体又は所得税法第２２９条に基づく個人事業の開業

届を行っている個人の林業事業体 

 ３ 助成金の額 

   基金は、法定外福利厚生の実施に要した経費と助成上限額を比較し、いずれか低い

金額をもって助成額とする。助成上限額については、従事者１人あたり１０万円を上

限とする。 

 ４ 助成対象となる取組 

   基金が助成対象とする取組は、事業実施年度の属する４月１日から助成金交付申請

を行うまでに実施した別表１の取組とする。ただし、記載のない取り組みについても、

協議を行い適当と認められる場合は助成対象とする。 

   なお、他の助成事業の取組と重複する場合は助成対象外とする。 

 ５ 助成に当たっての要件 

   助成対象となる者は、次の（１）及び（２）に定めるとおりとする。 

 （１）対象となる従事者の要件 

    助成対象となる者は、雇用保険に加入している者であり、次のア又はイのいずれ

かに該当し、かつ、ウに該当すること。 

    ア 事業対象年度に林業事業体に新たに雇用された造林・保育従事者 

    イ 事業対象年度の前年度から林業事業体に雇用されていて、前年度末日の賃金

と比べて３％以上上昇した造林・保育作業者 

    ウ 年間３０日以上、造林・保育作業に従事していること。 

      なお、従事者が主としてその他の作業（素材生産等）にも従事している場合



にあっても、本要件を満たせば助成対象者とする。 

 （３）賃上げについて 

    ア 賃上げの対象 

      賃上げの対象は基本給とする（賞与は含まない）。月給であれば月額、日給で

あれば日額を対象とする。 

    イ 賃上げの時期 

      賃上げの時期は、助成金交付申請までの期間であれば時期を問わない。 

 

第３条 事業実施の計画承認 

 １ 事業計画承認申請 

   事業を実施しようとする林業事業体は、理事長が別に定める日までに、事業計画承

認申請書（別記第１号様式）に必要な添付資料を添えて理事長に提出するものとする。 

 ２ 事業計画承認 

   理事長は、事業計画承認申請書を受理し、審査のうえ適当と認めたときは、当該申

請者に対して計画承認通知（別記第２号様式）をするものとする。 

 

第４条 助成金交付申請 

 １ 助成金交付申請 

   前条第２項の承認を受けた者は、事業完了後、速やかに助成金交付申請書（別記第

３号様式）に必要な添付資料を添えて理事長に提出するものとする。 

 ２ 助成金交付決定 

   理事長は、前項の助成金交付申請書を受理し、審査のうえ助成することが適当と認

めたときは、当該申請者に対して予算の範囲内で交付決定通知（別記第４号様式）を

するものとする。 

 

第５条 助成金の請求等 

 １ 助成金の請求書 

   前条第２項の交付決定を受けた者は、助成金請求書（別記第５号様式）により請求

するものとする。 

 ２ 助成金の支払い 

   理事長は、前項の請求書を受理したときは、請求書を審査の上支払うものとする。 

 

第６条 事業内容の変更 

 １ 事業計画及び交付決定後の変更 

   第３条の事業計画承認及び第４条の助成金の交付決定を受けた者は、事業計画の変

更及び助成金額の変更を伴う変更が生じたときは、速やかに変更申請書（別記第６号

様式）を理事長に提出するものとする。 

 ２ 事業計画変更決定、交付の取消し、又は変更交付決定 

   理事長は、前項の変更申請書を受理したときは、内容を審査のうえ適当と認めたと



きは、当該申請者に対して事業計画の変更をするときは計画変更承認通知（別記第７

号様式）、交付決定を取り消しするときは、交付決定取消通知（別記第８号様式）、又

は交付額を変更するときは、変更交付決定通知（別記第９号様式）をするものとする。 

 

第７条 助成金の返還 

 理事長は、助成金を交付した年度の翌年度から起算して５年以内に、基金の助成事業の

趣旨、目的に反し不正又は虚偽の申請が認められたときは、既に交付した助成金の一部又

は全部について返還を求めることができる。 

 

第８条  雑則 

 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、理事長が定める。 

 

 

  附 則 

この要領は、令和８年７月７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１（第２条関係）

区分 内容

・林業現場までの交通費

・新規就業者の林業現場移動車のリース等に係る経費

・地域外からの新規雇用者に対しての家賃等の経費

・蜂アレルギー抗体検査及びエピペン処方費用

・人間ドックや振動検診等の費用

・簡易トイレの購入やリースの経費

・現場用携帯電話の配備、携帯電話通信費

・山林作業手当

・機械手当

・資格取得費用

・AED購入費

・空調服等の支給品に係る経費

※上記は参考例であり、この他の取組は適宜、個別に協議する。

補助対象となる法定外福利厚生の参考例

　以下のような造林・保育作業従事者の福利厚生の充実（就業環境改善）に繋が
る取組を対象とする。

通勤・住宅関連

健康・医療関連

現場環境関連

業務関連



別記第１号様式（第３条関係）

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

添付書類
（１）事業計画確認表（別表２）
（２）従事者の雇用保険加入が確認できる書面

　（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書等の写し）

　このことについて、令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業を下記のとお
り実施したいので、承認くださるよう関係書類を添えて申請します。

担当 者名

電話 番号

記

第　　　号　

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業実施計画承認申請書

令和　　年　　月　　日　

事 業 体 住 所

事 業 体 名
代 表 者 名



別表２（第３条関係）

備考

人 補助申請
対象者

円

円

雇用開始の時期
雇用保険の加入

引上げ前の金額
引上げ後の金額
引上げ率
引上げ時期

※申請内容に変更がある場合は、変更箇所について２段書き（上段：変更後、下段に変更
前）で記載すること。

※別紙２に入力

□賃上げ対象は基本給である。

□従事者は新規就業者又は従事者の賃上げ率が３％以上であ
る。

□補助金額は法定外福利厚生の取組の実費である。

□補助金額は従事者１人あたり10万円以内である。

□他の助成事業と重複していない。

□補助対象者は従事日数が３０日以上の造林・保育作業の従
事者である。

□造林・保育作業従事者を対象とした福利厚生を充実する取
組内容である。

補助申請額

新規就業者

賃金引上げ内容

要件等チェック
（申請内容が適切で
あることを確認のう
え、☑すること）

内容

新しいくまもとの造林者確保支援事業の事業計画（変更）確認表

項目

事業体名

法定外福利厚生の取
組内容

取組の着手時期

造林・保育作業従事
者数

内容：

事業や手当等の名称：

令和　　年　　月　　日

申請従事者数（　　　）人×10万円＝（　　　　　　円）

※別紙１に入力

補助金申請上限額

補助対象取組計画
（実績）額



別紙１

熊本　太郎

雇用開始の時期
令和　　年　　月　　日

雇用保険の加入
有無

雇用開始の時期
令和　　年　　月　　日

雇用保険の加入
有無

雇用開始の時期
令和　　年　　月　　日

雇用保険の加入
有無

雇用開始の時期
令和　　年　　月　　日

雇用保険の加入
有無

雇用開始の時期
令和　　年　　月　　日

雇用保険の加入
有無

従事者５

※新規就業者について、従事者ごとに以下を入力する。
※欄が不足する場合は、適宜追加して作成する。

従事者１

従事者２

従事者３

従事者４



別紙２

雇用保険の加入
有無
引上げ前の金額 円

引上げ後の金額 円

引上げ率

引上げ時期

雇用保険の加入
有無
引上げ前の金額 円

引上げ後の金額 円

引上げ率

引上げ時期

雇用保険の加入
有無
引上げ前の金額 円

引上げ後の金額 円

引上げ率

引上げ時期

雇用保険の加入
有無
引上げ前の金額 円

引上げ後の金額 円

引上げ率

引上げ時期

雇用保険の加入
有無
引上げ前の金額 円

引上げ後の金額 円

引上げ率

引上げ時期

従事者２

従事者３

従事者４

※賃金引上げ内容について、従事者ごとに以下を入力する。
※欄が不足する場合は、適宜追加して作成する。

従事者５

％（※少数第２位以下切り捨て）

％（※少数第２位以下切り捨て）

％（※少数第２位以下切り捨て）

％（※少数第２位以下切り捨て）

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

従事者１

令和　　年　　月　　日

％（※少数第２位以下切り捨て）

熊本　太郎

令和　　年　　月　　日



別記第２号様式（第３条関係）

（事業体名）　　　　　　様

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　承認した事業名
　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業

２　承認の条件

３　助成金の交付申請書提出期限
 令和　　年　　月　　日

　助成金の交付申請にあたり、助成の対象とする事業内容及び交付額等（助成率
又は交付額）は、新しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領第２条に掲げる
とおり。

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の計画承認通知書

　令和　　年　　月　　日付で計画承認申請のあったこのことについては、新しいく
まもとの造林者確保支援事業実施要領第３条の規定により、下記のとおり承認したの
で通知します。

記

財熊育第　　　号　
令和　　年　　月　　日　



別記第３号様式（第４条関係）

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　事業実績のとりまとめ及び助成金交付申請額

２　添付書類
（１）事業計画確認表（別表２）
（２）従事者の雇用保険加入が確認できる書面
（３）従事者の造林・保育作業に従事していることが確認できる書面

　（従事日数の３０日以上を造林・保育作業に従事していることが確認できる作業月報等の写し）

（４）従事者の賃上げをしたことが確認できる書面
　（変更前と変更後の雇用契約書や労働条件通知書の写し等）

（５）法定外福利厚生の取組に要した経費が確認できる書面
　（領収証の写しなど支払ったことが確認できる資料）

事 業 体 住 所

事 業 体 名

対象区分 実人員 事業主負担額

代 表 者 名

電話 番号

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の助成金交付申請書

　令和　年　月　日付け財熊育第　　号で計画の承認があったこのことについて、下
記のとおり事業を実施したので、金　　　　　　　円を交付されますよう申請しま
す。

記

担当 者名

助成金交付
申請額

助成対象者 人

備考

第　　　号　
令和　　年　　月　　日　



別記第４号様式（第４条関係）

（事業体名）　　　　　　様

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　助成金の交付決定額
　　新しいくまもとの造林者確保支援事業 円

２　承認の条件
（１）

（２）

（３） 理事長は、基金の助成事業の趣旨、目的に反し不正又は虚偽の申請が認められ
たときは、新しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領第７条の規定によ
り、助成金の一部又は全部について返還を求めることができる。

財熊育第　　　号　
令和　　年　　月　　日　

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の助成金交付決定通知書

　令和　　年　　月　　日付けで申請のあったこのことについては、新しいくまもと
の造林者確保支援事業実施要領第４条の規定により、下記のとおり交付決定しました
ので通知します。

記

交付決定後において、交付決定額の変更を伴う変更が生じたときには、速やか
に所用の手続きを行うこと。
助成金関係書類は、助成金の交付をうけた翌年度から起算して５ヶ年間保管す
ること。



別記第５号様式（第５条関係）

１　請求額 　金 円 也

２　振り込み先

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

※押印省略の場合には、必ず記載してください。

　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の助成金請求書

記

　令和　　年　　月　　日付け財熊育第　　　　号で交付決定のあったこのこと
について、新しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領第５条の規定により、
下記のとおり請求します。

  令和　　年　　月　　日

金融機関名

預金種目

口座番号

銀行　　　支店

口座名義

（フリガナ）

電話番号

事 業 体 住 所

事 業 体 名
代 表 者 名

書類の提出方法
書類発行責任者氏名

担当者氏名

紙・電子メール・ファクシミリ
電話番号



別記第６号様式（第６条関係）

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　事業名
　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業

２　計画変更の理由

３　事業計画書（変更）及び添付書類

第　　　号　
令和　　年　　月　　日　

事 業 体 住 所

事 業 体 名

電話 番号

　事業計画承認（助成金交付）申請書及び添付書類の下段に変更前（黒書）、上
段に変更後（朱書）してください。）

代 表 者 名

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の変更計画承認（助成金
　　　変更交付）申請書

　令和　　年　　月　　日付け財熊育第　　　号で計画承認（助成金の交付決定）の
あったこのことについて、下記のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請しま
す。

記

担当 者名



別記第７号様式（第６条関係）

（事業体名）　　　　　　様

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　承認した事業名
　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業

２　承認の条件

３　助成金の交付申請書提出期限
 令和　　年　　月　　日

　助成金の交付申請にあたり、助成の対象とする事業内容及び交付額等（助成率
又は交付額）は、新しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領第２条に掲げる
とおり。

財熊育第　　　号　
令和　　年　　月　　日　

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の計画変更承認通知書

　令和　　年　　月　　日付けで計画変更承認申請のあったこのことについては、新
しいくまもとの造林者確保支援事業実施要領第６条第２項の規定により、下記のとお
り承認したので通知します。

記



別記第８号様式（第６条関係）

（事業体名）　　　　　　様

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　取り消しの金額
円

２　取り消しの内容

財熊育第　　　号　
令和　　年　　月　　日　

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の助成金交付決定の
　　　取り消し通知書

　令和　　年　　月　　日付け変更申請のあったこのことについては、新しいくまも
との造林者確保支援事業実施要領第６条第２項の規定により、下記のとおり交付決定
を取り消したので通知します。

記



別記第９号様式（第６条関係）

（事業体名）　　　　　　様

公益財団法人熊本県林業従事者育成基金
　理事長　　野間　圭　様

１　助成金の変更交付決定額
円

財熊育第　　　号　
令和　　年　　月　　日　

　　　令和　年度新しいくまもとの造林者確保支援事業の助成金変更交付決定
　　　通知書

　令和　　年　　月　　日付けで変更交付申請のあったこのことについては、新しい
くまもとの造林者確保支援事業実施要領第６条第２項の規定により、下記のとおり変
更交付決定しましたので通知します。

記


